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調査概要

（調査対象）

全ての公私立幼稚園及び都道府県・市町村（悉皆調査）
※調査回答園数 12,230園（公立：4,470園、私立：7,760園）（休園中・未回答などを除く）
※調査回答都道府県数 47都道府県、1,741市町村（特別区を含む）

（調査基準日）

平成２６年５月１日（一部調査においては別途設定）

１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況
２．公私立幼稚園に係る行政窓口
３．幼稚園と保育所の施設の共用化状況
４．幼児教育に関する政策プログラムの策定状況
５．幼稚園教員の研修の実施状況
６．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況
７．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況
８．市町村ごとの幼小接続の状況
９．幼稚園における保育所及び小学校との連携状況
１０．幼稚園における子育て支援活動実施状況
１１．預かり保育に関する実施状況

（調査項目）
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１．市町村における公私立幼稚園及び保育所の設置状況

（１）市町村における幼稚園・保育所の設置状況

幼稚園・保育所がともに設置されている市町村は77.9％ （1,357市町村）であった。

幼稚園・保育所がともに設置されていない市町村は1.3％ （22市町村）であった。

幼稚園・保育所の設置状況（H26） 幼稚園・保育所の設置状況の推移（H17～H26）

（ ）内は市町村数

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

幼稚園・保育所とも
に設置されている

23.1% 
(61)

61.5% 
(152)

87.8% 
(596)

99.5% 
(548)

77.8% 
(1,357)

幼稚園のみ設置さ
れている

6.4%
(17)

3.2%
(8)

0.7% 
(5)

0.4%
(2)

1.8% 
(32)

保育所のみ設置さ
れている

62.5% 
(165)

34.8% 
(86)

11.5% 
(78)

0.2%
(1)

19.0%
(330)

幼稚園・保育所とも
に未設置

8.0% 
(21)

0.4%
(1) - - 1.3%

(22)
（ ）内は市町村数

幼稚園・保育所
ともに設置

77.9%(1357)

幼稚園・保育所
ともに未設置

1.3%(22)
保育所のみ

設置
19.0%(330)

幼稚園のみ
設置

1.8%(32)

（ ）内は市町村数

母数：市町村総数

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H１７ H１８ H１９ H２０ H２２ H２４ H２６

幼稚園・保育

所ともに設置

されている

幼稚園のみ

設置されて

いる

保育所のみ

設置されて

いる

幼稚園・保育

所ともに未設

置

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H22年度 H24年度 H26年度

幼稚園・保育所ともに設置さ
れている

72.7%
(1,744)

79.1% 
(1,457)

78.2% 
(1,428)

78.7%
(1,425)

78.9%
(1,381)

78.8%
(1,373)

77.9%
(1,357)

幼稚園のみ設置されている
3.0% 
(73)

1.6% 
(30)

2.4% 
(44)

1.8%
(33)

1.5%
(27)

1.5%
(26)

1.8%
(32)

保育所のみ設置されている
22.6% 
(543)

17.7% 
(327)

18.0% 
(328)

18.1% 
(328)

17.9%
(313)

18.1%
(316)

19.0%
(330)

幼稚園・保育所ともに未設置
1.7% 
(40)

1.6% 
(29)

1.5%
(27)

1.4%
(25)

1.7%
(29)

1.5%
(27)

1.3%
(22)
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（２）幼稚園設置市町村における公立・私立幼稚園の設置状況

幼稚園が設置されている市町村における公私の割合は、「私立のみ設置」が37.9％ （526市町村）と最も多く、
「公立のみ設置」が25.8％ （359市町村）、「公立・私立ともに設置」が36.3％ （504市町村）となっている。

公立・私立幼稚園の設置状況（H26） 公立・私立幼稚園の設置状況の推移（H17～H26）

（ ）内は市町村数

（ ）内は市町村数（ ）内は市町村数

母数：幼稚園設置市町村総数

公立・私立

ともに設置

36.3%（504）

公立のみ

設置

25.8%（359)

私立のみ

設置

37.9%（526）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

H１７ H１８ H１９ H２０ H２２ H２４ H２６

公・私立幼

稚園設置

公立幼稚園

のみ設置

私立幼稚園

のみ設置

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

公・私立幼稚園
ともに設置

5.1%
(4)

3.8% 
(6)

27.8% 
(167)

59.5% 
(327)

36.3% 
(504)

公立幼稚園のみ
設置

80.8% 
(63)

63.8% 
(102)

28.5% 
(171)

4.2% 
(23)

25.9% 
(359)

私立幼稚園のみ
設置

14.1% 
(11)

32.5% 
(52)

43.6% 
(263)

36.4% 
(200)

37.9% 
(526)

H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H22年度 H24年度 H26年度

公・私立幼稚園
ともに設置

30.9% 
(562)

37.3%
(554)

37.2%
(548)

38.3%
(558)

37.6%
(529)

37.0%
(518)

36.3%
(504)

公立幼稚園のみ
設置

35.3%
(642)

28.4%
(423)

28.1%
(414)

27.0%
(393)

26.3%
(370)

25.7%
(360)

25.9%
(359)

私立幼稚園のみ
設置

33.7%
(613)

34.3%
(510)

34.6%
(510)

34.8%
(507)

36.2%
(509)

37.2%
(521)

37.9%
(526)
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２．公私立幼稚園に係る行政窓口

（１）都道府県における幼稚園の行政窓口

都道府県における幼稚園の行政窓口は、

「公立は教育委員会、私立は首長部局」が 93.6％（44都道府県）と最も多い。
「公立・私立ともに教育委員会」であるのは 4.3％（2 都道府県）。
「公立・私立ともに首長部局」であるのは 2.1％（1都道府県）。

都 道 府 県

公立・私立とも

教育委員会

4.3%(2)

公立・私立とも

首長部局

2.1%(1)

公立は教育委員

会、私立は首長

部局
93.6%(44)

母数：都道府県総数

（ ）内は都道府県数
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（ ）内は市町村数

母数：公私立幼稚園設置市町村総数

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

公立・私立と
も教育委員会

50.0%
(2)

50.0% 
(3)

34.1%
(57)

26.3%
(86)

29.4%
(148)

公立・私立と
も首長部局

25.0% 
(1) －

4.2%
(7)

15.3%
(50)

11.5%
(58)

公立は教育委員会、
私立は首長部局 － －

22.8%
(38)

20.5%
(67)

20.8%
(105)

その他※1
25.0% 

(1)
50.0%

(3)
38.9%

(65)
37.9%
(124)

38.3% 
(193)

（２）市町村における幼稚園の行政窓口

市町村における幼稚園の行政窓口は、

公立・私立幼稚園が設置されている市町村では、「その他」を除けば、「公立・私立とも教育委員会」
が 29.4％(148市町村）で最も多い。

公立幼稚園のみ設置されている市町村では、「教育委員会」が 90.1％ （327市町村）で最も多い。
私立幼稚園のみ設置されている市町村では、「教育委員会」が 42.0％ （221市町村）で最も多い。

市 町 村

公立・私立幼稚園を設置している市町村（504市町村） 公立幼稚園のみ（359市町村）

私立幼稚園のみ（526市町村）

（ ）内は市町村数

市町村規模
合計

5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

教育委員会
96.8%

(61)
90.2%

(92)
92.4%
(158)

65.2%
(15)

90.8%
(326)

首長部局
1.6%

(1)
6.9%

(7)
6.4%
(11)

21.7%
(5)

6.4%
(24)

その他※2
1.6%
(1)

2.9%
(3)

1.2%
(2)

13.0%
(3)

2.5%
(9)

（ ）内は市町村数
（ ）内は市町村数

市町村規模

合計
5千人未満 5千～１万人 1～5万人 5万人以上

教育委員会
81.8%

(9)
55.8%
(29)

51.3%
(135)

24.0%
(48)

42.0%
(221)

首長部局
9.1%

(1)
11.5%

(6)
20.2% 
(55)

57.0%
(114)

34.2%
(178)

その他※1
9.1%
(1)

26.9%
(14)

28.5%
(75)

19.0%
(38)

23.8%
(125)

（ ）内は市町村数

（ ）内は市町村数

教育委員会
90.1%(327)

首長部局
7.5%(27)

その他※2
2.5%(9)

教育委員会
42.0%
(221)

首長部局
34.2%
(178)

その他※1
23.8%
(125)

その他※1
38.3%(193)

公立・私立とも
教育委員会
29.4%(148)

公立・私立とも
首長部局
11.5%(58)公立は教育委員会、

私立は首長部局
20.8%(105)

母数：公立幼稚園設置市町村総数

母数：私立幼稚園設置市町村総数

※1 その他は、市町村内に私立幼稚園があるが、私立の窓口がない等の場合。

※2 その他は、業務内容によって担当部局が分かれている等の場合。
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３．幼稚園と保育所の施設の共用化状況

（平成２６年５月１日現在）

幼稚園と保育所の共用化施設（認定こども園を除く）は、全体として年々増加傾向にあり、２６年５月１日現在
で580か所であった。

共用化施設数の推移

幼稚園と保育所の共用化施設数
（か所）

公 立 私 立 計

合 築 231（196） 85（89） 316（285）

併 設 27（28） 33（20） 60（48）

同一敷地内 75（64） 129（134） 204（198）

計 333（288） 247（243） 580（531）

（単位：か所）

※（ ）内は、平成24年5月1日現在の数

※認定こども園の認定を受けた施設を除く

161 155
171

216

304

355

402

444
471

511
531

580

105 98 105
129

172
197

217 227
234

266 288

333

56 57 66
87

132
158

185
217

237 245 243

247

0

100

200

300

400

500

600

700

平成

12年

13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 22年 24年 26年

計 公立 私立 8



4 ．幼児教育に関する政策プログラム策定状況

幼児教育に関する政策プログラムの策定状況について 「策定済み」と回答したのは、

都道府県では70.2%（33都道府県）、
幼稚園が設置されている市町村では22.1％（306市町村）、
幼稚園が設置されていない市町村では4.2％（15市町村）だった。

（ ）内は、団体数

9

70.2% (33)

22.1% (306)

4.2% (15)

2.1% (1)

6.3% (88)

2.3% (8)

27.7% (13)

71.6% (993)

93.5% (331)

0% 25% 50% 75% 100%

都道府県

(47都道府県)

幼稚園設置市町村

(1387市町村)

幼稚園未設置市町村

(354市町村)

策定済み 策定予定 未定（「策定しない」を含む。）

幼稚園設置市町村
（1387市町村）

幼稚園未設置市町村
（354市町村）



５ ．幼稚園教員の研修の実施状況

（１）都道府県・指定都市が行う幼稚園教員対象の研修の実施状況

（ ）内は団体数

（平成２５年度実績）

公立幼稚園の教諭等（教諭、助教諭、講師）に対して研修の実施が義務づけられている新規採用教員研修及
び10年経験者研修を実施した団体はそれぞれ62団体、57団体であった（未実施の団体は対象となる公立幼稚
園の教諭等がいなかった）。そのうち、私立幼稚園の教員も参加した団体はそれぞれ50団体（80.6％）、32団体
（56.1％）であり、保育所の保育士も参加した団体はそれぞれ8団体（12.9％）、6団体（10.5％）であった。

新規採用教員研修及び10年経験者研修以外の教員研修を実施した団体は60団体、うち私立幼稚園の教員も
参加した団体は56団体（93.3％）、保育所の保育士も参加した団体は48団体（80.0％）となっている。また、園長
への研修を実施した団体は48団体、うち私立幼稚園の園長も参加した団体は35団体（72.9％）、保育所の所長
も参加した団体はそれぞれ21団体（43.8％）であった。

12.9%（8）

10.5%（6）

80.0%（48）

43.8%（21）

67.7%（42）

45.6%（26）

13.3%（8）

29.2%（14）

19.4%（12）

43.9%（25）

6.7%（4）

27.1%（13）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ａ：新規採用教員

研修

ｂ：10年経験者研

修

ｃ：ａ・ｂ以外の教

員研修

ｄ：園長への研修

私立幼稚園・保

育所の参加あり

私立幼稚園の参

加あり・保育所

の参加なし

私立幼稚園・保

育所の参加なし

※保育所には公
立・私立の認可
保育所のみを含
む。
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0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

H19 H21 H23 H25

私立幼稚園教員が参加した団体の割合

a:新規採用教員研修 b:10年経験者研修

c:a･ｂ以外の教員研修 d:園長への研修



（２）新規採用教員研修の状況

① 実施要項等で示されている研修日数（研修を実施した都道府県・指定都市の平均）

② 園内、園外での研修項目（複数回答）

園 内 実 施 園 外 実 施

母数：47都道府県数及び20指定都市（67団体）

（団体） （団体）

57
56

59
59

28
41

52
43

38
29

37
55

41
40

56
21

25

0 22 44 66

指導計画の作成

５領域を踏まえた総合的指導

環境の構成

幼児理解

カウンセリング

障害のある幼児の理解

安全に関する指導

食育（給食指導を含む）

公務員倫理（ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄを含む）

社会性

対人関係能力（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力）

家庭・地域との連携

小学校教育との連携

子育て支援への対応

学級運営

学校経営

その他

46
50

56
60

35
57

45
28

41
42

50
48
48

32
44

9
36

0 22 44 66

指導計画の作成

５領域を踏まえた総合的指導

環境の構成

幼児理解

カウンセリング

障害のある幼児の理解

安全に関する指導

食育（給食指導を含む）

公務員倫理（ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄを含む）

社会性

対人関係能力（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力）

家庭・地域との連携

小学校教育との連携

子育て支援への対応

学級運営

学校経営

その他

母数：47都道府県数及び20指定都市（67団体）
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H19年度 H21年度 H23年度 H25年度

園内 10.2日 9.8日 9.7日 9.4日

園外 10.3日 9.5日 9.6日 9.4日



56.7%(38)

28.4%(19)

50.7%(34)

49.3%(33)

23.9%(16)

29.9%(20)

65.7%(44)

51.5%(34)

16.7%(11)

28.8%(19)

53.0%(35)

19.7%(13)

9.1%(6)

56.1%(37)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H23年度

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員

公立幼稚園教員・公私立保育所保育士

公立幼稚園教員・小学校教員

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・公私
立保育所保育士

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・小学
校教員

公立幼稚園教員・公私立保育所保育士・
小学校教員

公立幼稚園教員・私立幼稚園教員・公私
立保育所保育士・小学校教員

私
幼

保

保

小

小

（３）合同研修の実施状況

都道府県（指定都市を含む） 市町村（指定都市を除く）

母数：H25年度…47都道府県数及び20指定都市（67団体）
H23年度…47都道府県数及び19指定都市（66団体）

（ ）内は団体数 （ ）内は市町村数

私
幼

公
幼：公立幼稚園教員 ：私立幼稚園教員 保：公私立保育所保育士 ：小学校教員小

12

公
幼

公
幼

公
幼

公
幼

公
幼

公
幼

公
幼

私
幼

私
幼

私
幼

私
幼

保

保

小

小

3.3%(57)

16.3%(281)

19.2%(331)

6.0%(103)

1.7%(30)

12.0%(206)

11.0%(190)

2.7%(47)

15.4%(266)

20.5%(354)

5.8%(100)

0.3%(6)

11.8%(203)

9.9%(170)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H25年度

H23年度

母数：H25年度…市町村のうち20指定都市を除く（1,721市町村）
H23年度…市町村のうち19指定都市を除く（1,723市町村）



６ ．幼稚園教員の採用・人事交流等の実施状況

（１）幼稚園教員の採用選考の状況（平成２５年度）

幼稚園教員採用選考を実施したのは、410団体であった。そのうち、
幼稚園教諭免許と保育士資格を併有していることを受験資格とした団体は316団体（77.1％）、
幼稚園教諭免許と小学校教諭免許を併有していることを受験資格とした団体は6団体（1.5％）であった。

割合（団体数）

保育士資格併有を受験資格とした団体 77.1%（ 316 ）

小学校教諭免許併有を受験資格とした団体 1.5% （ 6 ）
母数：採用選考を実施した地方公共団体（410団体）

（２）幼稚園と保育所・小学校との人事交流等の状況（平成２６年度）

「長期派遣研修」等の制度を活用して、１年以上の期間、小学校教諭が幼稚園に勤務する、又は幼稚園
教員が小学校等に勤務する形の交流を行った団体は14団体（0.8％）であった。

割合（団体数）

（ア） 平成２４年度当初の異動発令による人事交流

（a）県費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流 1.3% (23)

（b）市町村費負担小学校教員と市町村費負担幼稚園教員の人事交流 0.7% (13)

（c）市町村内の幼稚園教員と保育所保育士の人事交流 15.8% (275)

（イ） （ア）によらない場合で、「長期派遣研修」等の制度を活用して、１年以上の期間、小学校教
諭が幼稚園に勤務する、又は幼稚園教員が小学校等に勤務する形の交流

0.8% (14)

（ウ） （ア）及び（イ）によらない場合で、夏季休業期間などを活用して、１年未満の期間の範囲内
で、小学校教員が幼稚園に勤務する、又は幼稚園教員が小学校等に勤務する形の交流

1.5% (27)

母数：（ア）指定都市を含む市町村（1,741団体） （イ）（ウ）1,741市町村及び47都道府県 （1,788団体）

（ ）内は団体数

（ ）内は団体数

1.3%(4) 0.6%(2) 1.5%(6)

66.8%(213)
74.5%(263) 77.1%(316)

0%
20%
40%
60%
80%

100%

21年度 23年度 25年度

保育士資格併有を受

験資格とした団体

小学校教諭免許併有

を受験資格とした団体

母数：各年度の採用選考を実施した
地方公共団体
（H21:319、H23:353、H25:410）
（ ）内は団体数
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７．幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

幼稚園の園長・教頭・教諭のうち幼稚園教諭免許と保育士資格を併有している者の割合は、
全体で78.9％であった。（公私別では、公立：78.3％、私立：79.1％）

幼稚園教員（園長・教頭・教諭）に係る幼稚園教諭免許と保育士資格の併有率

公立 私立 計

Ｈ２６ （Ｈ２４） Ｈ２６ （Ｈ２４） Ｈ２６ （Ｈ２４）

園長

普通免許状保持者(人) 2,829 2,889 3,834 3,788 6,663 6,677 

うち保育士資格保持者(人) 1,952 1,958 1,706 1,570 3,658 3,528 

併有率 69.0% 67.8% 44.5% 41.4% 54.9% 52.8%

教頭
+

教諭

普通免許状保持者(人) 20,365 20,338 79,938 78,454 100,303 98,792 

うち保育士資格保持者(人) 16,215 14,966 64,532 59,371 80,747 74,337 

併有率 79.6% 73.6% 80.7% 75.7% 80.5% 75.2%

園長
+

教頭
+

教諭

普通免許状保持者(人) 23,194 23,227 83,772 82,242 106,966 105,469 

うち保育士資格保持者(人) 18,167 16,924 66,238 60,941 84,405 77,865 

併有率 78.3% 72.9% 79.1% 74.1% 78.9% 73.8%
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８ ．市町村ごとの幼小接続の状況

各市町村における幼稚園・保育所における学校教育・保育と小学校教育との連携・接続の状況については、
「ステップ２」が59.6％（1,038市町村）と最も多く、「ステップ３」、「ステップ０」、「ステップ１」、「ステップ４」と続く。

連携から接続へと発展する過程のおおまかな目安
（幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方につ
いて（平成２２年１１月１１日 幼児期の教育と小学校教育
の円滑な接続の在り方に関する調査研究協力者会議））

ステップ０：連携の予定・計画がまだ無い。

ステップ１：連携・接続に着手したいが、まだ検討中
である。

ステップ２：年数回の授業、行事、研究会などの交
流があるが、接続を見通した教育課程
の編成・実施は行われていない。

ステップ３：授業、行事、研究会などの交流が充実
し、接続を見通した教育課程の編成・実
施が行われている。

ステップ４：接続を見通して編成・実施された教育課
程について、実施結果を踏まえ、更によ
りよいものとなるよう検討が行われてい
る。

母数：市町村総数

（ ）内は市町村数

ステップ０

9.6%（168）

ステップ１

7.8%（136）

ステップ２

59.6%（1,038）

ステップ３

17.0%（296）

ステップ４

4.5%（79）

幼稚園・保育所

ともに未設置

1.4%（24）
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ステップ０

10.7%（187） ステップ１

8.7%（151）

ステップ２

62.1%（1,082）

ステップ３

13.8%（240）

ステップ４

3.2%（55）

幼稚園・保育所

ともに未設置

1.5%（27）

（参考）平成24年度

母数：市町村総数

（ ）内は市町村数



58.8% (2,632)

94.0% (4,201)

62.0% (2,772)

90.9% (4,061)

19.8% (1,537)

66.0% (5,121)

24.6% (1,907)

61.2% (4,751)

34.1% (4,169)

76.2% (9,322)

38.3% (4,679)

72.1% (8,812)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所及び小学校との交流

保育所又は小学校との交流

保育所との交流

小学校との交流

公立

私立

合計

58.6% (2,621)

98.4% (4,400)

60.8% (2,717)

96.3% (4,304)

13.9% (1,079)

69.6% (5,404)

17.8% (1,385)

65.7% (5,098)

30.3% (3,700)

80.2% (9,804)

33.5% (4,102)

76.9% (9,402)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育所及び小学校との交流

保育所又は小学校との交流

保育所との交流

小学校との交流

公立

私立

合計

９．幼稚園における保育所及び小学校との連携状況

（１）幼児と児童の交流状況

（２）教師同士、教師と保育士の交流
母数：調査回答園数（公立：4,470園、私立：7,760園、合計：12,230園）

（ ）内は実施園数

（ ）内は実施園数

母数：調査回答園数（公立：4,470園、私立：7,760園、合計：12,230園）

保育所又は小学校の幼児や児童と交流を行った幼稚園は、全体の80.2％であった。
（公立：98.4%、私立69.6%）

保育所又は小学校の保育士や教師との交流を行った幼稚園は、全体の76.2％であった。
（公立：94.0%、私立66.0%）
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（平成２５年度実績）

（平成２５年度実績）



① 教育課程の編成に関する小学校との連携

（３）教育課程の編成に関する工夫の状況

平成２６年度の教育課程の編成にあたり、小学校と情報交換をするなどの連携をした幼稚園は、
全体の54.8％であった。
（公立：69.6%、私立46.3%）

・ 小学校のスタートカリキュラムを踏まえ、幼稚園においても接続カリキュラムを作成し、就学に向けた指導計画
を作成した。

・ 「幼児期から児童期への学びの連続性」に関する研修会を開催した。
・ 幼小連絡会を開催し、その中で、幼稚園、小学校それぞれの重点課題を出し合い、例えば、話の聞き方、あい

さつ等生活習慣に関わることなど、幼小共通に取り組んでいる。
・ 幼稚園と小学校で研究テーマを同じにし、研究会への参加により教職員の資質向上を図っている。
・ 幼稚園と小学校それぞれで育ってほしい子供の姿を協議し、研究計画に位置付け、授業公開や保育体験など、

幼小の教育内容や子供理解を目的とした教職員の交流、研修の場の設定や子供の交流活動の実施など、つな
がりを意識した教育活動の推進を図っている。

② 幼稚園における小学校と連携した取組の具体例
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69.6%(3,109)

63.8%(2,957)

46.3%(3,592)

40.8%(3,230)

54.8%(6,701)

49.3%(6,187)

30.4%(1,361)

36.2%(1,681)

53.7%(4,168)

59.2%(4,684)

45.2%(5,529)

50.7%(6,365)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成25年度

平成23年度

平成25年度

平成23年度

平成25年度

平成23年度

教育課程の編成に関し、

小学校と連携した
教育課程の編成に関し、

小学校と連携しなかった

母数：調査回答園数

（ ）内は実施園数

私立

合計

公立



１０ ．幼稚園における子育て支援活動実施状況

（１）子育て支援活動の実施率

子育て支援活動を実施している幼稚園は全体の86.7％であった。
（公立：86.5%、私立：86.8%）

（平成２５年度実績）

（ ）内は実施園数 （単位：園）

実施した園数
（Ａ）

（（Ａ）のうち子育て支援事業に対する私学助成
（特別補助）を受けている園数）

（（Ａ）のうち、子育て支援事業に関する事業とし
て市町村から委託（又は補助）を受けている園

数）

公 立 3,866 － 202（5.2%）

私 立 6,732 4,127（61.3%） 641（9.5%）

合 計 10,598 － 843（8.0%）

※ （ ）内は、各項目の実施した園数（A)を母数にした割合

82.0%（4,483）
82.2%（4,424） 82.7%（4,303）

86.6%（10,872）
86.7%（10,598） 合計

78.6%（6,538）

81.5%（6,762）
82.3%（11,090）

89.0%（4,127）

86.5%（3,866） 公立

79.9%（11,021）

81.8%（11,186）

82.2%（6,787）

85.2%（6,745）

86.8%（6,732） 私立

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

平成18年度 平成19年度 平成21年度 平成23年度 平成25年度
公 立 私 立 合 計 平成２１年度以前の母数：学校基本調査の幼稚園数

平成２３年度・平成２５年度の母数：調査回答園数
（H23 公立：4,638園、私立：7,914園、合計：12,552園）
（H25 公立：4,470園、私立：7,760園、合計：12,230園）
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92.0% (3,135)

75.9% (4,868)

81.5% (8,003)

5.7% (193)

16.4% (1,050)

12.7% (1,243)

2.3% (80)

7.7% (492)

5.8% (572)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

１～３時間

３～５時間

５時間を超える

（２）子育て支援の実施状況
（平成２６年６月１日～３０日に実施した子育て支援事業（子育て情報の提供を除く。）の実施状況）

① １週間当たりの実施日数

② １日当たりの実施時間

③ 専任の担当者の数
（ ）内は園数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

母数：上記期間に子育て支援を実施した園の総数

70.0% (2,386)

60.2% (3,859)

63.6% (6,245)

30.0% (1,022)

39.8% (2,551)

36.4% (3,573)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

３日未満

３日以上

53.1% (1,811)

11.0% (703)

25.6% (2,514)

29.2% (996)

27.4% (1,757)

28.0% (2,753)

17.6% (601)

61.6% (3,950)

46.4% (4,551)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

０人

１人

２人以上
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（参考）平成24年度
実施日数が３日以上：35.1%

（参考）平成24年度
実施時間が３時間以上：16.6%

（参考）平成24年度
専任の担当者が２人以上：45.0%

（ ）内は園数

（ ）内は園数



51.4

6.8

51.3

16.8

127.0

12.4

21.3

160.4

3.3

2.6

9.4

1.9

52.8

10.1

46.7

62.4

62.3

27.4

24.6

165.9

6.0

2.8

11.7

2.1

52.2

8.6

48.8

47.1

87.2

21.7

23.1

164.0

5.0

2.7

10.7

2.0

0 50 100 150 200

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

保護者の保育参加

父親に重点をおいた保育参加

（日）

公立 私立 合計

67.4% (2,607)

31.1% (1,203)

32.9% (1,270)

68.3% (2,640)

83.5% (3,228)

21.6% (834)

61.1% (2,362)

24.5% (948)

30.% (1,161)

69.7% (2,693)

76.7% (2,964)

39.0% (1,508)

55.4% (3,729)

21.7% (1,463)

23.7% (1,596)

77.5% (5,219)

76.3% (5,138)

19.9% (1,343)

42.6% (2,866)

26.2% (1,766)

26.6% (1,793)

45.9% (3,091)

59.5% (4,005)

44.5% (2,994)

59.8% (6,336)

25.2% (2,666)

27.3% (2,866)

74.2% (7,859)

78.9% (8,366)

20.5% (2,177)

49.3% (5,228)

25.6% (2,714)

27.9% (2,954)

54.6% (5,784)

65.8% (6,969)

42.5% (4,502)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

保護者の保育参加

父親に重点をおいた保育参加

公立 私立 合計

（３）内容別の実施率・平均実施日数（複数回答）

① すべての幼児及びその保護者を対象とした事業

実 施 率 年間平均実施日数（１園当たり）

母数：子育て支援実施園数

（公立：3,866園、私立：6,732園、合計：10,598園）

（ ）内は実施園数
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44.0

5.5

37.3

17.0

94.2

10.7

12.9

173.6

3.0

2.4

44.4

11.2

41.7

55.5

54.9

24.9

21.7

175.1

5.9

2.9

44.3

9.1

40.1

42.6

69.3

19.8

18.3

174.6

5.0

2.7

0 50 100 150 200

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

（日）

公立 私立 合計

39.6% (1,530)

11.0% (425)

17.4% (674)

63.3% (2,447)

71.1% (2,750)

13.7% (529)

32.% (1,237)

20.8% (804)

12.2% (470)

22.1% (856)

41.4% (2,784)

10.8% (729)

17.% (1,142)

72.% (4,848)

70.7% (4,762)

14.0% (944)

29.3% (1,975)

22.4% (1,505)

15.6% (1,049)

26.4% (1,775)

40.7% (4,314)

10.9% (1,154)

17.1% (1,816)

68.8% (7,295)

70.9% (7,512)

13.9% (1,473)

30.3% (3,212)

21.8% (2,309)

14.3% (1,519)

24.8% (2,631)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育て相談（幼稚園教職員）

子育て相談（カウンセラー等外部の人材）

子育て井戸端会議

未就園児の保育

園庭・園舎の開放

子育てサークル等支援

子育て情報の提供（情報誌・紙）

子育て情報の提供（インターネット）

子育て講座・講演会（幼稚園教職員）

子育て講座・講演会（外部の人材）

公立 私立 合計

② ①のうち在園児以外の幼児及びその保護者を対象とした事業

実 施 率 年間平均実施日数（１園当たり）

母数：子育て支援実施園数

（公立：3,866園、私立：6,732園、合計：10,598園）
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（４）幼稚園における未就園児の保育の受け入れ乳幼児数

平日の未就園児の保育の受け入れ乳幼児数（平成２６年６月２３日（月）～２７日（金）の５日間）

公 立 私 立 合 計

受入乳幼児数（５日間） 24,363 人 148,438 人 172,801 人

１園あたり（５日間） 24.3 人/園 40.1 人/園 36.8 人/園

※実施園：公立：1,004園、私立：3,698園、合計：4,702園
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32.9% (1,270)

54.4% (2,105)

35.3% (1,366)

5.0% (195)

18.3% (709)

17.7% (684)

4.0% (153)

22.1% (854)

9.6% (373)

52.5% (2,031)

46.4% (3,123)

61.7% (4,156)

29.8% (2,009)

7.3% (494)

17.2% (1,158)

20.7% (1,396)

4.4% (296)

15.4% (1,038)

10.7% (721)

43.7% (2,943)

41.5% (4,393)

59.1% (6,261)

31.8% (3,375)

6.5% (689)

17.6% (1,867)

19.6% (2,080)

4.2% (449)

17.9% (1,892)

10.3% (1,094)

46.9% (4,974)

0% 20% 40% 60% 80%

事業実施に係る経費の確保が困難である

事業実施に係る業務のため教職員の負担が過大になっている

事業の対象者（未就園児、保護者）の利用に施設設備が対応できていない

事業の実施が、一部保護者の過度の依存を招いている

事業実施に必要な外部専門家の確保が困難である

事業実施について、地域（在園児以外の保護者）への周知が困難である

子育て相談等に係る個人情報の管理が困難である

事業実施に必要なボランティアの確保が困難である

事業実施に必要な教職員の能力が不足している（未就園児対応、相談対応等）

事業実施に必要な専任の担当者（保育士等）の確保が困難である

公立 私立 合計
母数：子育て支援実施園数

（公立：3,866園、私立：6,732園、合計：10,598園）

（ ）内は実施園数

（５）実施上の課題（複数回答）



5.5% (330)

44.6% (2,415) 46.5% (2,502) 47.0% (2,493)
52.5% (2,681)

59.7% (2,769) 60.9% (2,724)

46.0% (3,867)

87.6% (7,248)
88.1% (7,307) 88.8% (7,353) 89.6% (7,377)

94.2% (7,454) 95.0% (7,369)

29.2% (4,197)

70.6% (9,663) 71.7% (9,809) 72.5% (9,846)
75.4% (10,058)

81.4% (10,223) 82.5% (10,093)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成9年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成25年度
公立 私立 合計

１１ ．預かり保育に関する実施状況

預かり保育を実施している幼稚園は全体の82.5％であった。
（公立：60.9%、私立：95.0%）

（平成２６年６月１日現在）

（１）預かり保育の実施率

（単位：園）

実施した園数
（Ａ）

（（Ａ）のうち、私学助成（預かり保育補助）を
受けて実施している園数）

（Ａ）のうち一時預かり事業（一般型）の委託
（又は補助）を市町村から受けて実施してい

る園数

公 立 2,724 － 167（6.1%）

私 立 7,369 6,171（83.7%） 607（8.2%）

合 計 10,093 － 774（7.7%）

※ （ ）内は、各項目の実施した園数（A)を母数にした割合

平成26年度
平成２２年度以前の母数：学校基本調査の幼稚園数
平成２４年度・平成２６年度の母数：調査回答園数

（H23 公立：4,638園、私立：7,914園、合計：12,552園）
（H25 公立：4,470園、私立：7,760園、合計：12,230園）
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33.8% (921)

71.0% (5,235)

61.0% (6,156)

66.2% (1,803)

29.0% (2,134)

39.0% (3,937)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

条件を設定しなかった

条件を設定した

84.3% (1,520)

73.6% (1,327)

80.9% (1,459)

47.5% (857)

38.3% (691)

100.0% (2,134)

100.0% (2,134)

82.9% (1,769)

63.8% (1,362)

71.3% (1,521)

92.8% (3,654)

87.9% (3,461)

82.0% (3,228)

56.4% (2,219)

56.2% (2,212)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保護者の就労

保護者の他の子供の学校行事参加等

保護者の近親者（高齢者等）の介護等

保護者のボランティア活動等の社会参加

保護者の育児からのリフレッシュ等

公立 私立 合計

（２）預かり保育を行う条件

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育を行う条件を設定した園数（公立：1,803園、私立：2,134園、合計：3,937園）

① 条件設定の状況

② 預かり保育を行う条件（複数回答）
（ ）内は実施園数

母数：預かり保育実施園数
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（３）預かり保育の実施日数等

① 長期休業期間中以外の実施状況

（ⅰ）実施日数
平日（月～金曜日）週当たりの平均実施日数

（ ）内は実施園数

母数：預かり保育実施園数（公立：2,724園、私立：7,369園、合計：10,093園）

4.9% (133)

3.1% (85)

3.% (82)

8.7% (236)

67.2% (1,831)

12.7% (346)

0.2% (15)

0.5% (36)

0.5% (37)

3.7% (272)

93.6% (6,899)

0.9% (64)

1.5% (148)

1.2% (121)

1.2% (119)

5.1% (508)

86.5% (8,730)

4.1% (410)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１ 日

２ 日

３ 日

４ 日

５ 日

その他

公立 私立 合計

土曜日 月当たりの平均実施日数

87.1%(2,372)

0.3%(8)

0.4%(10)

0.1%(3)

7.5%(204)

4.3%(116)

67.3%(4,962)

2.4%(174)

7.2%(528)

3.0%(221)

18.2%(1,341)

1.3%(97)

72.7%(7,334)

1.8%(182)

5.3%(538)

2.2%(224)

15.3%(1,545)

2.1%(213)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０日（実施せ

ず）

１ 日

２ 日

３ 日

４日以上（毎

週）

その他

公立 私立 合計
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0.3% (7)

0.0% (2)

0.1% (9)

6.6% (179)

0.2% (12)

1.9% (191)

32.4% (879)

1.8% (132)

10.1% (1,011)

22.4% (609)

15.5% (1,134)

17.4% (1,743)

26.8% (728)

47.2% (3,453)

41.7% (4,181)

11.2% (305)

33.2% (2,428)

27.2% (2,733)

0.2% (6)

2.2% (162)

1.7% (168)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

教育時間開始前

のみ

午後3時以前

午後3～4時

午後4～5時

午後5～6時

午後6～7時

午後7時を超える

（ⅱ）預かり保育の終了時間

（ ）内は実施園数

母数：長期休業期間中以外に預かり保育を実施している園の総数
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6.5% (100)

1.7% (110)

2.7% (210)

2.1% (32)

1.5% (94)

1.6% (126)

2.0% (30)

2.4% (154)

2.3% (184)

2.0% (30)

3.8% (241)

3.4% (271)

4.8% (74)

4.5% (289)

4.6% (363)

24.1% (369)

14.3% (916)

16.2% (1,285)

58.5% (896)

71.8% (4,586)

69.2% (5,482)

0% 25% 50% 75% 100%

公立

私立

合計

1～3時間 3～4時間 4～5時間 5～6時間 6～7時間 7～8時間 8時間を越える

② 長期休業期間中の実施状況

（ⅰ）実施状況

（ⅱ）実施時間数

（３）預かり保育の実施日数等

母数：長期休業期間中に預かり保育を実施している園の総数
（ ）内は実施園数
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61.5%(6,203)

78.5%(7,921)

70.1%(5,162)

86.7%(6,390)

38.2%(1,041)

56.2%(1,531)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

夏季・冬季及び春季休業日

長期休業期間中の預かり保育実施率

公立

私立

合計

母数：預かり保
育実施園総数

（公立：2,724園、
私立：7,369園、
合計：10,093園）

（ ）内は実施園数



（４）預かり保育受入れ幼児数

平日の預かり保育の受入れ幼児数（平成２６年６月２３日（月）～２７日（金）の５日間）

公 立 私 立 合 計

受入幼児数（５日間） 144,298 人 788,550 人 932,848 人

受入幼児数（１日間）※ 28,860 人 157,710 人 186,570 人

１園あたり （１日間） 10.6 人/園 21.4 人/園 18.5 人/園
※実施園：公立：2,724園、私立：7,369園、合計：10,093園
※「受入幼児数（１日間）」については、「受入幼児数（５日間）」を５で割った値
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60.9% (1,657)

57.1% (4,180)

58.1% (5,837)

39.1% (1,066)

42.9% (3,144)

41.9% (4,210)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

人員確保を

行った

人員確保を行

わなかった

（５）預かり保育における保育担当者の状況

① 預かり保育のための人員確保状況

母数：預かり保育実施園のうち回答園数

（ ）内は無回答を除く実施園数



34.5%(940)

17.2%(1,262)

21.9%(2,202)

41.5%(1,129)

73.3%(5,370)

64.7%(6,499)

7.6%(206)

5.8%(424)

6.3%(630)

16.5%(448)

3.6%(267)

7.1%(715)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

料金･実費とも徴収

料金のみ徴収

実費のみ徴収

料金･実費とも不徴収

65.6%(5,029)

74.2%(26,238)

72.6%(31,267)

18.2%(1,399)

17.6%(6,215)

17.7%(7,614)

2.6%(197)

1.8%(620)

1.9%(817)

0.2%(15)

0.3%(111)

0.3%(126)

1.9%(142)

1.1%(401)

1.3%(543)

11.6%(888)

5.1%(1,800)

6.2%(2,688)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立

私立

合計

幼稚園教諭免許と保育士資格併有

幼稚園教諭免許のみ

保育士資格のみ

上記以外の幼稚園教諭免許状（臨時免許状など）

幼稚園教諭の免許状はないが、それ以外の教員免

許有

その他（教員免許がなく、保育士資格もないなど）

（５）預かり保育における保育担当者の状況

② 預かり保育の担当者における幼稚園教諭免許と保育士資格の併有状況

（６）預かり保育における料金徴収の状況
（ ）内は担当者数

母数：預かり保育の担当者総数

母数：預かり保育実施園のうち回答園数

（ ）内は無回答を除く実施園数

※ 「実費を徴収」とは、保育料以外のおやつ
代、光熱費等の実費を徴収している場合。

（料金に実費が含まれている場合には、「料金
のみ徴収」に区分。）
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（７）預かり保育を実施していない理由（複数回答）

（ ）内は未実施園数

母数：預かり保育未実施園数（公立：1,746園、私立：391園、合計：2,137園）

24.9% (435)

21.9% (382)

26.6% (464)

20.4% (357)

34.0% (593)

48.5% (846)

42.7% (167)

17.9% (70)

43.5% (170)

25.8% (101)

34.8% (136)

19.2% (75)

28.2% (602)

21.2% (452)

29.7% (634)

21.4% (458)

34.1% (729)

43.1% (921)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保護者等からの要請が少ないため

預かり保育実施に係る経費の確保が困難であるため

預かり保育実施に係る業務のため教職員の負担が過大なため

預かり保育の実施に施設設備が対応できていないため

事業実施に必要な人員の確保が困難であるため

その他

公立

私立

合計
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（園の方針、その他事業で対応している等）


